
法人様式第１号 

行政書士法人成立届出書 

令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

 

（代表）社員             印 

 

行政書士法人が成立したので、日本行政書士会連合会会則第53条の４の規定により、

下記のとおり届け出ます。 

記 

名 称 
ふりがな 

成立年月日 年  月  日 

主たる事務所の名称 
ふりがな 

所在地 

〒 

 

電 話 番 号 
 

 

次は設立と同時に従たる事務所を設置した場合のみ記入 

従たる事務所の名称 
ふりがな 

所在地 

〒 

 

電 話 番 号 
 

添付書類：１ 登記簿謄本 ２ 定款の写し 

※ 設立と同時に主たる事務所の行政書士会の区域外に従たる事務所を設置したときは、日本行

政書士会連合会会則第 53 条の６により、当該行政書士会への入会の届出を行うこと。 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記簿謄本  □ 定款の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第１号 次葉 

社 員 等 名 簿 

主たる事務所 

事務所の名称  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 所属会 出資額 

□代  表 □特定社員  〒    

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

主たる事務所に勤務する使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

 

従たる事務所（設立と同時に従たる事務所を設置した場合のみ記入） 

事務所の名称  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 所属会 出資額 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

   

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

□代  表 □特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□共同代表 □特社代表 

従たる事務所に勤務する使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 



法人様式第９号 

行政書士法人入会届出書 

令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

法人番号 

（代表）社員             印 

 

本行政書士法人が新たに行政書士会に入会したので、日本行政書士会連合会会則第

53 条の６の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

入会した行政書士会名 行政書士会 

事 由 

※該当にチェック 

□ 主たる事務所の移転による入会（以下「1」の欄のみ記入） 

□ 従たる事務所の設置又は移転による入会（以下「1」「2」の欄ともに記入） 

1 

法人名称 法人番号 

主たる事務所の名称 
 

移転年月日 年  月  日

新 た な 

所 在 地 

〒  

 

電話番号  

旧所在地 
〒 

2 

従たる事務所の名称 
 設置又は移転 

年 月 日 
年  月  日

新 た な 

所 在 地 

〒  

 

電話番号  

旧所在地 
〒 

添付書類：１ 登記事項証明書 ２ 定款の写し 

※ 主たる事務所の移転による入会届の場合は、「行政書士法人名簿登載事項変更届出書」とと

もに提出すること。この際、本届出に係る添付書類は変更届の添付書類で補完するため不要。 

※ 従たる事務所の設置による入会届の場合は、「1」欄の移転年月日及び「2」欄の旧所在地の

記入は不要。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書  □ 定款の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

 



法人様式第９号 次葉 

社 員 等 名 簿 

 

事務所の名称  

事務所の属性 

※いずれかにチェック 
□ 主たる事務所      □ 従たる事務所 

社員の所属会  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

 

使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 
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                             日行連受理印      単位会受理印 

 様式第17号（第17条関係） 

行政書士変更登録申請書 
令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 
会 長          殿 

登録番号  第              号 

登録年月日 昭･平      年   月   日 

生年月日  明･大･昭･平   年   月   日 
 

氏  名                職印  
 
 登録を受けた事項に下記のとおり変更が生じたので、行政書士法第6条の4の規定により変更の登録を申請します。 

記 

変更事項 該 当 項 目 

□ 属  性 
新 □個人開業  □行政書士法人の社員  □行政書士又は行政書士法人の使用人 

旧 □個人開業  □行政書士法人の社員  □行政書士又は行政書士法人の使用人 

□ 
ふりがな 

新 
 

旧 
 

旧姓使用の有無 有・無 氏  名   

□ 本  籍 
新  

旧  

□ 住  所 

新 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

旧 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

□ 事務所の名称 
新 ※1（法人番号:     ）

旧 （法人番号:     ）

□ 事務所の所在地 

新 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

旧 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

□ 
※2主たる事務所

の所在地 

新 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

旧 
〒（       ) ℡（       －      －      ） 
 

変更年月日 年  月  日 変 更 事 由  
  

（備考）※1.既存行政書士法人の社員又は使用人となる場合のみ記載すること 
    ※2.属性が社員又は使用人であり、所属又は勤務する事務所が行政書士法人の従たる事務所である場合のみ記載  
      すること 
    注）.申請書は、所属行政書士会（所属行政書士会の変更を伴う事務所の変更の場合には、変更後に所属する行政 
      書士会）を経由して提出すること 

 
（以下 日本行政書士会連合会使用欄） 
 

決裁 

会 長 副会長 委員長 委 員 
 

 

 

   

点検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課 員 
 

 

 

    

受付番号（          ） 

･令



法人様式第７号 

行政書士法人名簿登載事項変更届出書 

令和  年  月  日 

日本行政書士会連合会 

会長            殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員            印 

行政書士法人名簿に登載を受けた事項について変更が生じたので、日本行政書士会連合会会則第 53

条の５の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

１．変更年月日 年    月    日 

２．変更した事項 ※ 該当するものにすべてチェック 

□法人名称 □目的 □事務所名称 □事務所所在地 □従たる事務所設置 □従たる事務所廃止 

□社員の加入 □社員の脱退 □社員の所属する事務所 □社員の役職又は住所等 

□使用人である行政書士の雇用又は退職等 □使用人である行政書士の登録された事務所 □その他 

３．変更の内容 
変 更 後 変 更 前 

 

  

合併届に併せて本届出書を提出する場合は、右欄にチェックすること。 □ 合併届に併わせた届出 

添付書類：１登記事項証明書 ２定款の写し 

※ 但し、「事務所の名称」及び「使用人行政書士に関する事項」の変更については、添付書類不要。 

１．合併、解散及び清算結了については、別の届出様式により行うこと。 

２．欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄）   添付書類…… □ 登記事項証明書  □ 定款の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委   員 

 

 

 

   

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課   員 

 

 

 

    

（          ） 



法人様式第８号 

行政書士法人定款記載事項変更届出書 

令和  年  月  日 

日本行政書士会連合会 

会長            殿 

 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員            印 

 

届け出た本行政書士法人の定款の記載事項について変更が生じたので、日本行政書士会連合会会則

第 53条の５の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

＜変更事項＞ 

変 更 後 変 更 前 

  

合併届に併せて本届出書を提出する場合は、右欄にチェックすること。 □ 合併届に併わせた届出 

添付書類： 変更後の定款の写し 

※ 本様式は定款の記載事項のみを変更した際の届出に使用し、行政書士法人名簿に登載された事項の

変更に関する届出は、法人様式第７号「行政書士法人名簿登載事項変更届出書」により行うこと。 

※ 行政書士法第 14条の２の規定に基づく懲戒処分を受けた旨の届出は、本様式によらず、「行政書士

法人懲戒処分報告書」により行うこと。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄）   添付書類…… □ 定款の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委   員 

 

 

 

   

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課   員 

 

 

 

    

（          ） 



法人様式第 10号 

行政書士法人退会届出書 

 令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

法人番号 

（代表）社員             印 

 

本行政書士法人が行政書士会を退会したので、日本行政書士会連合会会則第 53 条の

６の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

退会した行政書士会名 行政書士会 

事 由 

※該当にチェック 

□ 主たる事務所の移転による退会（以下「1」の欄のみ記入） 

□ 従たる事務所の移転又は廃止による退会（以下「1」「2」の欄ともに記入） 

 

1 

法人名称 

主たる事務所の名称 
 

移転年月日 年  月  日

新 た な 

所 在 地 

〒  

電話番号： 

旧所在地 
〒 

電話番号： 

2 

従たる事務所の名称 
 移転又は廃止 

年 月 日 
年  月  日

新 た な 

所 在 地 

〒  

電話番号： 

旧所在地 
〒  

電話番号： 

添付書類：不要 

※ 従たる事務所の移転による退会届の場合は、「1」欄の移転年月日及び新たな所在地の記入は

不要。 

※ 従たる事務所の廃止による退会届の場合は、「1」欄の移転年月日及び新たな所在地並びに「2」

欄の新たな所在地の記入は不要。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 10号 次葉 

社 員 等 名 簿 

 

事務所の名称  

事務所の属性 

※いずれかにチェック 
□ 主たる事務所      □ 従たる事務所 

社員の所属会  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員 
 〒 

 

 

 

□特社代表 

 

使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

 

 



法人様式第 11号 

行政書士法人退会（合併）届出書 

 令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員             印 

 

本行政書士法人は合併による消滅で所属していた行政書士会から全て退会したので、

日本行政書士会連合会会則第 53 条の８の規定により、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

退会した行政書士会名 ※全て記載すること。 合併(消滅)年月日 年   月   日 

 

 

合併した法人又は合併により成立した法人の主たる事務所 

法 人 名 称  

 

 

 

主たる事務所の法人番号※： 

所 在 地  

 

 

 

 

電話番号： 

添付書類：登記事項証明書 

※ 新設法人で、現時点において法人番号が交付されていない場合、記入は不要。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 11号 次葉 

 

事務所の名称及び所在地等 

 

主
た
る
事
務
所 

事務所の名称  

 

 

法人番号： 

所在地  

 

 

 

 

電話番号： 

従
た
る
事
務
所 

事務所の名称 

  

 

法人番号： 

所在地 

  

 

 

 

電話番号： 

従
た
る
事
務
所 

事務所の名称 

  

 

法人番号： 

所在地 

  

 

 

 

電話番号： 

従
た
る
事
務
所 

事務所の名称 

  

 

法人番号： 

所在地 

  

 

 

 

電話番号： 

従
た
る
事
務
所 

事務所の名称   

 

法人番号： 

所在地   

 

 

 

電話番号： 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

 



法人様式第 12号 

行政書士法人解散（退会）届出書 

令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員             印 

 

本行政書士法人は解散し、所属していた行政書士会から全て退会したので、日本行

政書士会連合会会則第 53 条の７の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

解散年月日 年    月    日 

解 散 事 由 

※該当にチェック 

□ 定款に定める理由の発生 

□ 総社員の同意 

□ 破産手続開始の決定 

□ 解散を命ずる裁判 

□ 行政書士法第 14条の２第１項第三号の規定による解散の処分 

□ 社員の欠員（社員が１人になり、引き続き６月間２人以上にならなかった場合） 

清算人 

氏 名 
 

住 所 

〒 

電話番号  

 

退会した行政書士会名 ※全て記載すること。 

添付書類：登記事項証明書 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 13号 

行政書士法人合併届出書 

 令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員             印 

 

行政書士法人を合併したので、日本行政書士会連合会会則第53条の８の規定により、

下記のとおり届け出ます。 

記 

 

合併年月日 年     月     日 

存 

続 

法 

人 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 
 

 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

 

消 

滅 

法 

人 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 
 

 

主たる事務所 

の所在地 

〒 

 

 

 

添付書類：登記事項証明書 

１．新設合併の場合の新設法人による届出は、本様式によらず、「行政書士法人成立（合併）届

出書」を使用すること。 

２．合併により消滅する法人の届出は、「行政書士法人退会（合併）届出書」を使用すること。 

３．欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 13号 次葉 

合併に伴い新たに設置された従たる事務所 

（吸収した法人の事務所及び所属社員等） 

 

従たる事務所の名称 

 

所在地 

〒 

 

電 話 番 号 
 

社員の所属会  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 出資額 

□代  表 

□特定社員  〒   

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

  

□特社代表 

 

使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

  〒 

 

 

 

 

※ 新たな従たる事務所が２以上ある場合等、欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要

事項を記載すること。 

 



法人様式第 14号 

行政書士法人成立（合併）届出書 

令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名 

 

（代表）社員             印 

 

行政書士法人が合併し、新たな行政書士法人を設立したので、日本行政書士会連合

会会則第 53 条の８第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

 

名 称 
ふりがな 合併による 

成立年月日 
年  月  日 

主たる事務所の名称 
ふりがな 

所在地 

〒 
 

電 話 番 号 
 

 

次は設立と同時に従たる事務所を設置した場合のみ記入 

従たる事務所の名称 
ふりがな 

所在地 

〒 
 

電 話 番 号 
 

添付書類：１ 登記事項証明書 ２ 定款の写し 

※ 設立と同時に主たる事務所の行政書士会の区域外に従たる事務所を設置したときは、日本行

政書士会連合会会則第 53 条の６により、当該行政書士会への入会の届出を行うこと。 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 登記事項証明書  □ 定款の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 14号 第２葉 

社 員 等 名 簿 

主たる事務所 

事務所の名称  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 所属会 出資額 

□代  表 

□特定社員  〒    

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

主たる事務所に勤務する使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

 

従たる事務所（設立と同時に従たる事務所を設置した場合のみ記入） 

事務所の名称  

役  職 特定業務 氏  名 住   所 登録番号 所属会 出資額 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

   

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

□代  表 

□特定社員  〒 

 

 

 

〃 

 

□特社代表 

従たる事務所に勤務する使用人である行政書士 

氏 名 登録番号 登録された事務所所在地 所属会 

  〒 

 

 

 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 



法人様式第 14号 第３葉 

合併により消滅した行政書士法人 

 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 

 

 

 

主たる事務所 

の 所 在 地 

〒 

 

 

 

 

 

 

 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 

 

 

 

主たる事務所 

の 所 在 地 

〒 

 

 

 

 

 

 

 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 

 

 

 

主たる事務所 

の 所 在 地 

〒 

 

 

 

 

 

 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

 

 



法人様式第 15号 

行政書士法人清算結了届出書 

令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

 

清算人氏名              印 

 

行政書士法人の清算が結了したので、日本行政書士会連合会会則第 53 条の９の規定

により、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

清算が結了した行政書士法人 

清 算 結 了 

年 月 日 
年     月     日 結了 

清 算 結 了 

登記年月日 
年     月     日 登記 

主たる事務所 

の法人番号 

 

 

法人の名称 

 

 

 

主たる事務所 

の 所 在 地 

〒 

 

 

 

 

 

 

特 記 事 項 

 

添付書類：閉鎖登記事項証明書 

※ 欄が足りない場合は、適宜別用紙に必要事項を記載すること。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 閉鎖登記事項証明書 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 



法人様式第 16号 

行政書士法人懲戒処分報告書 

 令和   年   月   日 

日本行政書士会連合会 

会長           殿 

法人名称 

主たる事務所の法人番号 

（代表）社員             印 

 

本行政書士法人は行政書士法第 14条の２に基づく懲戒処分を受けたので、日本行政

書士会連合会行政書士法人届出事務取扱規則第 22 条の規定により、下記のとおり届け

出ます。 

記 

処分年月日 年     月     日 

処 分 内 容 

※ いずれかにチェック 

□ 戒告  □ 業務の停止  □ 解散 

以下「業務の停止」について 

（１）対象事務所 

□ 法人全体 

□ 従たる事務所 
従たる事務所の名称及び法人番号 

 

 

（２）対象業務 

□ 全部 

□ 一部 

 

 

 

（３）停止期間 

（       年   月   日～       年   月   日） 

 

添付書類：都道府県知事からの懲戒処分通知の写し 

※ 解散の処分を受けた場合は、本様式による報告の他に別途「行政書士法人解散（退会）届出

書」（法人様式第 24 号）による届出を併せて行うこと。 

（以下、日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類…… □ 都道府県知事からの懲戒処分通知の写し 

決 

裁 

会 長 副会長 委員長 委  員 

    

点 

検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課  員 

     

（          ） 


